
・乳児期に定期的な健康診査によって、異常の早期発見や健康管理を
施策目的・

(2)目的 安の軽減や育児の孤立化を防ぐため、育児に関する相談体制を強化します。 事業目的 行うことができ、安全な出産と乳児の健やかな成長を送ることができる。
展開方向

妊娠期・乳児期の健康管理に必要な定期健康診査のうち、一部を市の妊婦・乳児健康診査として健診費用を ４月：委託契約
助成し、受診率の向上を図る。 随時：母子健康手帳交付時に受診券を交付、転入者は転入届出時に受診券を交付、契約医療機関追加契約、
実施場所：県内医療機関及び県外委託医療機関（一部） 当該年度 助成金交付（償還）申請・審査・支払業務
期間・回数：妊娠期14回、乳児期2回（3～6か月、9～11か月） 執行計画 政策：マイナポータルを活用した健康診査のお知らせ等の導入・運用検討。

(3)事業内容 内　　容 方法：母子健康手帳発行時に別冊Ⅰとして受診券交付、受診券記載の健診項目について、市の費用負担とす 　　　新生児聴覚検査費用助成導入検討。
る。市と契約できない県外医療機関で受診した場合の健診費用を償還払い制度により助成する。
（母子保健法第13条に基づく法定事業） 受診件数（妊婦延10,710件、乳児延1,800件） 想定値 12,510当該年度

単位 件
活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 受診率が増加する 間接 受診率 ％ 92.5 93

   ３年後 受診率が増加する 直接 受診率 ％ 0 94

   最終(概ね５年後) 受診率が増加する 直接 受診率 ％ 0 95

マイナポータル運用の具体例が、国から示されていない。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

乳児健康診査委託料 10,399 乳児健康診査委託料 11,244 乳児健康診査委託料 11,244 乳児健康診査委託料 11,244
妊婦健康診査委託料 81,524 妊婦健康診査委託料 72,770 妊婦健康診査委託料 72,770 妊婦健康診査委託料 72,770
支払審査業務委託料 1,499 支払審査業務委託料 1,194 支払審査業務委託料 1,194 支払審査業務委託料 1,194
受診券抽出委託料 334 受診券抽出委託料 1,486 受診券抽出委託料 1,486 受診券抽出委託料 1,486
通信運搬費 47 通信運搬費 47 通信運搬費 47 通信運搬費 47
消耗品 5 消耗品 9 消耗品 9 消耗品 9
償還払助成金 2,214 助成金（償還払） 2,232 助成金（償還払） 2,232 助成金（償還払） 2,232

実施内容 受診券（別冊Ⅰ、転入者用等印刷） 260 受診票（別冊Ⅰ、転入者用等印刷） 240 受診票（別冊Ⅰ、転入者用等印刷） 240 受診票（別冊Ⅰ、転入者用等印刷） 240
2・3号嘱託職員報酬等0.34人 800 2・3号嘱託職員報酬等0.31人 800 2・3号嘱託職員報酬等0.31人 800 2・3号嘱託職員報酬等0.31人 800

(8)施行事項
費　　用 ＊ 子育てワンストップサービスの検討 ＊ 新生児聴覚検査委託料等 ＊ 新生児聴覚検査委託料等

＊ 新生児聴覚検査費用助成導入検討

予算(済)額 合　　計 97,082 合　　計 90,022 合　　計 90,022 合　　計 90,022
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 97,082 90,022 90,022 90,022

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.3 0.3 0.3
正職員人件費 2,640 2,640 2,640 2,640

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 800 800 800 800
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 99,722 92,662 92,662 92,662
(11)単位費用

6.98千円／件 7.41千円／件
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

妊娠期には早・流産、妊娠中毒症などの予防や経過観察、乳児期には疾病や発達障害などの早期発見・治療が必要である ○①事前確認での想定どおり
ため、医療機関において定期的に健康診断及び検査を受け、常にその健康状態を把握する必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
92.5 93 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 92,662 7,060
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

7.08

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.1

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 619 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 妊婦・乳児健康診査 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 92,662 千円 (うち人件費 2,640 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31104 重点４ ○有 ●無 (計画名) 心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

妊婦・産婦・乳幼児とその保護者が健康に過ごすことができるよう、母子健診を充実します。また、育児不 母体の変化や児の成長が著しい妊娠期



しく食べられるように、健康な歯・口腔の維持・向上や、歯の健康づくりへの関心を高
施策目的・

(2)目的 ともに、その重要性をＰＲし、受診率の向上を図ります。 事業目的 め、生活習慣の改善を図るために、若年層から高齢期に渡り、定期的に歯科健診を実施する。
展開方向

・年度内に、２０歳以上の市民対象に、現在歯の状況、歯肉の状況、口腔清掃状況、咀嚼・嚥下の状態の検 年度内に２０歳・３０歳・４０歳・５０歳・６０歳に達する対象者には、前年度の３月下旬～４月に受診券
査を行う。 を発送。
・通年、（一社）我孫子市歯科医師会に委託し、契約医療機関において６０２４歯科健康診査を実施する。 当該年度 受診券発送者以外の対象者は、電話で申し込み後、受診券を発送。
政策：29年度から健診対象者を20歳からに拡大し実施する。（28年度までは、30歳から80歳までが対象者） 執行計画 ４月～翌年３月まで、契約医療機関で実施。

(3)事業内容 内　　容 政策：検診項目の追加等（30年度以降の実施） 自己負担額：７００円

受診者数 想定値 300当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 健診を受けたことで、口腔の健康を保つために、歯のお手入れや口腔の健康を考えた食生活等が変化する。 間接 行動変容率 ％ 64.7 70

   ３年後 健診を受けたことで、口腔の健康を保つために、歯のお手入れや口腔の健康を考えた食生活等が変化する。 間接 行動変容率 ％ 0 75

   最終(概ね５年後) 健診を受けたことで、口腔の健康を保つために、歯のお手入れや口腔の健康を考えた食生活等が変化する。 間接 行動変容率 ％ 0 80

生涯を通して口腔機能を維持する大切さを十分理解できるよう啓発し、受診者数の向上を図る。また、若い世代へ歯と口腔の健
(7)事業実施上の課題と対応 康づくりへの情報の周知を行う。 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

印刷製本費（隔年） 181 消耗品費 0 消耗品費 0 消耗品費 0
通信運搬費 551 通信運搬費 495 通信運搬費 603 通信運搬費 603
8020健診委託料 1,195 6024健診委託料 1,104 6024健診委託料（6024健診分） 1,695 6024健診委託料（6024健診） 1,695

＊ 6024健診導入検討（8020～6024へ） 0 印刷製本費 193 ＊ 6024健診委託料（新規追加分） 371 ＊ 6024健診委託料（新規追加分） 371
受診券印刷費 497 印刷製本費 178 印刷製本費（隔年） 0

＊ 通信運搬費（20歳） 97 受診券印刷費 497 受診券印刷費 495
＊ 6024健診委託料（20歳代） 145

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 1,927 合　　計 2,531 合　　計 3,344 合　　計 3,164
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 66 ％ 556 補助率 66 ％ 539 補助率 66 ％ 539 補助率 66 ％ 539
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,371 1,981 2,794 2,614

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 ■その他 11 □特会 □受益 □債務 □基金 ■その他 11 □特会 □受益 □債務 □基金 ■その他 11
換算人数(人) 0.12 0.12 0.12 0.12
正職員人件費 1,056 1,056 1,056 1,056

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 2,983 3,587 4,400 4,220
(11)単位費用

8.29千円／人 11.96千円／人
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

口腔の健康状態と全身疾患は、深い関わりがあり、健康を維持・増進するためには、歯科保健の充実も重要である。特に ○①事前確認での想定どおり
成人期になると８割以上の人が歯周疾患にかかるが、自覚症状がないまま進行しやすいことから、歯周疾患を中心とした ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 検査を受診できる機会を提供する必要がある。また、若い世代にかかりつけ歯科医での定期的な歯科健康診査を受ける習 ○要
   背景は？(事業の必要性) 慣を作る必要がある。高齢期では、咀嚼・嚥下機能の低下による誤嚥性肺炎に罹る割合も増加するため、継続した口腔内 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

の検査を受ける機会が必要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
64.7 70 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,587 △604
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△20.25

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 1.95

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 632 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 ６０２４歯科健診 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成１９年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.12 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,587 千円 (うち人件費 1,056 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31101 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第２次心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

生活習慣病の予防やがんの早期発見・早期治療を促進するため、受診しやすい健（検）診体制を整備すると 生涯自分の歯でおい



者の医療に適切に対処できるように、救急医療体制の充実を図る
施策目的・

(2)目的 ービスをいつでも受けられるよう、かかりつけ医などの身近な医療から高度な最先端技術を提供する医療ま 事業目的 。
展開方向

でを体系的に整備し、広域的な連携を含めて医療体制を強化します。
〇日曜、祝日、年末年始及び毎夜間の救急患者を受け入れできる救急医療（我孫子つくし野病院・我孫子東 ・夜間や休日の救急患者の受け入れを行う。
邦病院・アビコ外科整形外科病院・我孫子聖仁会病院・平和台病院・名戸ヶ谷あびこ病院）体制の確保、充 （毎夜間：午後５時から翌日午前９時まで　　日曜/祝日/年末年始：午前９時から翌日午前９時まで）
実を図る。 名戸ヶ谷あびこ病院は、病院を運営する「蛍水会」が平成２５年１月に社会医療法人に認定さ 当該年度 ・救急医療対策検討会の開催
れ、公立病院に準じた公的な役割を担う病院となった。公立病院に準じた特別交付税措置制度を活用した支 執行計画 ・災害医療対策会議の開催

(3)事業内容 内　　容 援を行う。 政策：平成２９年度は平和台病院で循環備蓄を開始。平成３０年度以降順次、他病院で循環備蓄を実施する
〇災害医療対策会議を開催し、災害時の救護活動等について、平時から関係者で協議する。大規模な災害時 。医師会と協議し平成３０年度に循環備蓄を実施する病院（１病院）を選定。
、我孫子市災害時医療救護活動マニュアルに基づき我孫子医師会を中心に実施する初動医療体制の充実・強 休日・夜間受診件数 想定値 14,000当該年度
化を図るため、医薬品等を市内8か所の救護所に配備する。病院は配備した医薬品等を日常の診療で使用し 単位 件

活動結果指標 実績値、使用後補充する形で、常に応急医療救護活動用として備蓄（循環備蓄）する。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 病院の診療時間外に病気にかかったとき、適切な診療を受けることができる。 間接 苦情なく受診できた割合（受診件数－苦情件数/受診件数） ％ 100 100

   ３年後 病院の診療時間外に病気にかかったとき、適切な診療を受けることができる。 間接 苦情なく受診できた割合（受診件数－苦情件数/受診件数） ％ 0 100

   最終(概ね５年後) 病院の診療時間外に病気にかかったとき、適切な診療を受けることができる。 間接 苦情なく受診できた割合（受診件数－苦情件数/受診件数） ％ 0 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

第二次救急医療運営負担金 48,512 第二次救急医療運営負担金 48,512 第二次救急医療運営負担金 48,571 第二次救急医療運営負担金 48,630
＜昼間＞ ＜昼間＞ ＜昼間＞ ＜昼間＞
（日曜・祝日）3,880,800円 （日曜・祝日）3,880,800円 （日曜・祝日）3,939,600円 （日曜・祝日）3,880,800円
（年末年始）642,600円 （年末年始）642,600円 （年末年始）642,600円 （年末年始）642,600円
＜夜間＞ ＜夜間＞ ＜夜間＞ ＜夜間＞
（平日）42,146,600円 （平日）42,146,600円 （平日）42,146,600円 （平日）42,264,000円
（年末年始）841,800円 （年末年始）841,800円 （年末年始）841,800円 （年末年始）841,800円

実施内容 第二次救急医療調整負担金 第二次救急医療調整負担金 第二次救急医療調整負担金 第二次救急医療調整負担金
1,000,000円　　　 1,000,000円　　　 1,000,000円　　　 1,000,000円　　

(8)施行事項
費　　用 公的病院等に対する運営費補助金 68,537 公的病院等に対する運営費補助金 25,000 公的病院等に対する運営費補助金 17,000 公的病院等に対する運営費補助金 17,000

災害医療対策会議報償費 35 災害医療対策会議報償費 35 災害医療対策会議報償費 35 災害医療対策会議報償費 35
＊ 災害時医療救護（救護所用物品検討）

＊ 救護所用品１か所分（病院配置） ＊ 救護所用品１か所分（病院配置） ＊ 救護所用品１か所分（病院配置）
＊ 循環備蓄医薬品等負担金 1,090 ＊ 循環備蓄医薬品等負担金 617 ＊ 循環備蓄医薬品、循環備蓄衛生材料 729
＊ 消耗品：トリアージタグ 56 ＊ 消耗品：トリアージタグ 37 ＊ 消耗品：トリアージタグ 37
＊ 備品：トリアージシート 76 ＊ 備品：トリアージシート 76 ＊ 備品：トリアージシート 76
＊ 備品：循環備蓄医薬品等保管棚 95 ＊ 備品：循環備蓄医薬品等保管棚 95 ＊ 備品：循環備蓄医薬品等保管棚 95

予算(済)額 合　　計 117,084 合　　計 74,864 合　　計 66,431 合　　計 66,602
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 117,084 74,864 66,431 66,602

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.12 0.12 0.12 0.12
正職員人件費 1,056 1,056 1,056 1,056

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 118,140 75,920 67,487 67,658
(11)単位費用

8.44千円／件 5.42千円／件
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・各病院が毎日複数の当直医（内科系・外科系等）を確保するのは困難なため、さまざまな病状の救急患者を迅速に病院 ○①事前確認での想定どおり
に搬送し、適切な治療を受けられるようにするには、市が二次救急医療の受入れ体制を整えるための支援をしていく必要 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ・平時から地域の関係者が災害医療対策会議において、災害時の市の救護本部機能の強化等を検討していく必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 災害医療対策会議では、医師会、歯科医師会、薬剤師会等の ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 関係者に委員を委嘱し、意見をいただいている。 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 75,920 42,220
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

35.74

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.13

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 651 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 第二次救急医療整備事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成２年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.12 人）
(1)事業概要

(当　初) 75,920 千円 (うち人件費 1,056 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31201 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

休日でも初期的な医療を受けられるよう、関係機関と連携して休日診療所を運営します。また、救急医療サ 日曜、祝日、年末年始及び毎夜間の急病患



者が安心して子育てすることによって、子どもが健やかに育つよう、産後の体調不良等で家庭における
施策目的・

(2)目的 安の軽減や育児の孤立化を防ぐため、育児に関する相談体制を強化します。 事業目的 育児や家事ができない産婦を支援する。
展開方向

産後ｹｱの申請があった者に対して、産後2か月未満の期間ﾏﾏﾍﾙﾊﾟｰを派遣し、家事や育児等の支援を行う。 随時：産後ｹｱ事業の希望があった方へ訪問し、ｹｱﾌﾟﾗﾝを作成し委託事業者と連絡調整を実施。
対象者：家事や育児等を手伝う人がいない産後2か月未満の産婦のいる家庭 　　　出産後にｹｱﾌﾟﾗﾝ修正し委託事業所と連絡調整・新生児産婦訪問実施。
ｻｰﾋﾞｽの内容：・授乳、沐浴等育児に関する事・掃除、調理等家事に関する事・育児等の相談に関すること 当該年度 　　　ｻｰﾋﾞｽ終了後、産後ｹｱ利用者を対象にｱﾝｹｰﾄを実施。
政策：①心身のｹｱや休養を要する産婦に対し、医療機関等に宿泊または通所による、母体ｹｱや乳児ｹｱ等を実 執行計画 政策①4月契約締結し事業実施。②Ｈ29.3月要綱制定。4月に既に母子健康手帳交付者に産婦健康診査受診票

(3)事業内容 内　　容 施する。利用期間：宿泊7日間以内、通所7回以内　自己負担額：（宿泊）3,000円/日、（通所）1,900円/回 を郵送。4月契約締結し事業実施。③4月事業周知し、訪問等や集団形式により相談支援を行う。
等②産婦健康診査2回分（2週間後・1か月後）の費用を助成し、健診の結果から支援が必要な母子を産後ｹｱ
事業に繋げる。③妊産婦が抱える妊娠・出産や子育てに関する悩み等について、助産師等が家庭に赴き個別 利用者数 想定値 104当該年度
に相談に応じたり、集団形式による相談支援を行い、妊産婦の孤立感の解消を図る。 単位 人

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 利用者が満足できるサービスを提供する 直接 利用者満足度 ％ 100 100

   ３年後 利用者が満足できるサービスを提供する 直接 利用者満足度 ％ 0 100

   最終(概ね５年後) 利用者が満足できるサービスを提供する 直接 利用者満足度 ％ 0 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

産後ケア委託料（ママヘルプ分） 3,528 産後ケア委託料（ママヘルプ分） 3,528 産後ケア委託料（ママヘルプ分） 3,528 産後ケア委託料（ママヘルプ分） 3,528
通信運搬費（ママヘルプ分） 8 通信運搬費（ママヘルプ分） 10 通信運搬費（ママヘルプ分） 10 通信運搬費（ママヘルプ分） 10
消耗品費 5 消耗品費 9 消耗品費 9 消耗品費 9

＊ 産後ケア委託料（ｼｮｰﾄ・ﾃﾞｲ分） 3,908 ＊ 産後ケア委託料（ｼｮｰﾄ・ﾃﾞｲ分） 5,603 ＊ 産後ケア委託料（ｼｮｰﾄ・ﾃﾞｲ分） 5,603 ＊ 産後ケア委託料（ｼｮｰﾄ・ﾃﾞｲ分） 5,603
＊ 通信運搬費（ｼｮｰﾄ・ﾃﾞｲ分） 4 ＊ 通信運搬費（ｼｮｰﾄ・ﾃﾞｲ分） 6 ＊ 通信運搬費（ｼｮｰﾄ・ﾃﾞｲ分） 6 ＊ 通信運搬費（ｼｮｰﾄ・ﾃﾞｲ分） 6

2・3号嘱託職員報酬等0.2人 500 2・3号嘱託職員報酬等0.2人 600 2・3号嘱託職員報酬等0.2人 600 2・3号嘱託職員報酬等0.2人 600
＊ 印刷製本費（産後健診受診票） 149 ＊ 印刷製本費（産後健診受診票） 597 ＊ 印刷製本費（産後健診受診票） 597

実施内容 ＊ 産婦健診委託料 3,600 ＊ 産婦健診委託料 3,600 ＊ 産婦健診委託料 3,600
＊ 産婦健診助成金里帰者契約外 2,400 ＊ 産婦健診助成金里帰者契約外 2,400 ＊ 産婦健診助成金里帰者契約外 2,400

(8)施行事項
費　　用 ＊ 通信運搬費（産婦健診償還通知） 35 ＊ 通信運搬費（産婦健診償還通知） 35 ＊ 通信運搬費（産婦健診償還通知） 35

＊ 通知運搬費（産婦健診受診票送付） 217

予算(済)額 合　　計 7,953 合　　計 16,157 合　　計 16,388 合　　計 16,388
国庫支出金 補助率 50 ％ 3,722 補助率 50 ％ 7,313 補助率 50 ％ 7,313 補助率 50 ％ 7,313
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,727 8,340 8,571 8,571

その他の財源 □特会 ■受益 □債務 □基金 □その他 504 □特会 ■受益 □債務 □基金 □その他 504 □特会 ■受益 □債務 □基金 □その他 504 □特会 ■受益 □債務 □基金 □その他 504
換算人数(人) 0.51 0.51 0.51 0.51
正職員人件費 4,488 4,488 4,488 4,488

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 500 600 600 600
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 12,441 20,645 20,876 20,876
(11)単位費用

146.36千円／人 198.51千円／人
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

核家族化により身近な育児協力者が不在であったり、様々な事情により里帰り等による育児協力を得られない家庭が増え ○①事前確認での想定どおり
ている。産後１か月ほどの間（産褥期）は、母体の回復のため十分な休養が必要である。一方、栄養・排泄・保温などに ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ おいて未自立な新生児は、細やかな保育を必要としており、このような時期を順調に過ごす事が、その後の安心した子育 ○要
   背景は？(事業の必要性) てに必要である。市は安心して子育てができる環境を支援するために、産褥期に産婦が家事や育児等の支援を必要として ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

いる場合、ヘルパーの派遣や産後ケアを実施することで育児負担や不安の軽減を図る必要がある。また、育児不安の軽減
や育児の孤立化を防ぐため、育児に関する相談体制を強化する必要がある。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 20,645 △8,204
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△65.94

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.48

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 652 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 産後ケア及び産前・産後サポート事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成２８年度 ～ ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 0.51 人）
(1)事業概要

(当　初) 20,645 千円 (うち人件費 4,488 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31104 重点４ ●有 ○無 (計画名) 心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

妊婦・産婦・乳幼児とその保護者が健康に過ごすことができるよう、母子健診を充実します。また、育児不 保護



指導および健康診査その他、地域保健に関する必要
施策目的・

(2)目的 ービスをいつでも受けられるよう、かかりつけ医などの身近な医療から高度な最先端技術を提供する医療ま 事業目的 な事業を行うことを目的に保健センターを開設する。
展開方向

でを体系的に整備し、広域的な連携を含めて医療体制を強化します。
〇保健センターを土・日・祝日及び年末年始以外の平日８時３０分から１７時まで開所し、市民に対し、健 〇土・日・祝日、年末年始を除き保健センターを開所し、市民に対し、電話を含めた健康相談、保健指導お
康相談、保健指導および健康診査その他、地域保健に関する必要な事業を実施するために保健センターの適 よび健康診査その他、地域保健に関する必要な事業を行う。
切な管理運営を行う。 当該年度 公共料金支払い、蛍光灯・トイレ等施設維持管理消耗品の管理、ごみ処理、通信（ＦＡＸ）料支払い、複写
〇保健センターは築３０年以上、休日診療所も築１５年以上を経過する。 執行計画 機等リース管理、職員研修、公用車車検　経常的な施設修繕等

(3)事業内容 内　　容 今後、施設利用者が安全で安心して施設利用ができるとともに我孫子市公共施設等総合管理計画に基づいた 政策：建築物の維持保全  保健センター外壁等改修工事  工期（予定）平成29年5月から10月
建築物の耐用年数まで使用できるようにするため、予防保全の維持管理を前提に修繕を行うなど計画的、効                         保健センター外壁等改修工事　監理業務委託  　　　　　　　　　　　　　
果的に建築物の維持保全を行う。 適切に開所された保健センターの日数 想定値 275当該年度
緊急度合に応じて電気・空調・衛生・建築・消防に対する修繕を実施する。 単位 日

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 適切な運営を行い、土・日・祝日及び年末年始以外の平日に保健センターを円滑に開所する。 直接 適切に開所された日数 日 275 275

   ３年後 適切な運営を行い、土日祝日及び年末年始以外の平日に保健センターを円滑に開所する。 直接 適切に開所された日数 日 0 275

   最終(概ね５年後) 適切な運営を行い、土日祝日及び年末年始以外の平日に保健センターを円滑に開所する。 直接 適切に開所された日数 日 0 275

施設老朽化等による予防的修繕を適切に実施し、施設の長寿命化を図っていく。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費（施設維持） 101 消耗品費（施設維持） 101 消耗品費（施設維持） 101 消耗品費（施設維持） 101
光熱水費 4,822 光熱水費 3,914 光熱水費 3,914 光熱水費 3,914
草刈・樹木剪定委託、自家用電気点検 195 草刈・樹木剪定委託 31 草刈・樹木剪定委託 31 草刈・樹木剪定委託 31
施設修繕料 911 施設修繕料 500 施設修繕料 500 施設修繕料 500
消耗品費（施設運営事務） 56 消耗品費（施設運営事務） 157 消耗品費（施設運営事務） 157 消耗品費（施設運営事務） 157
ＦＡＸ通信料 59 ＦＡＸ通信料 59 ＦＡＸ通信料 59 ＦＡＸ通信料 59
備品購入 75 医薬材料 7 医薬材料 7 医薬材料 7

実施内容 事務機器リース料、複写機チャージ料 1,554 事務機器リース料、複写機チャージ料 1,248 事務機器リース料、複写機チャージ料 1,248 事務機器リース料、複写機チャージ料 1,248
ＮＨＫ受信料 22 ＮＨＫ受信料 22 ＮＨＫ受信料 22 ＮＨＫ受信料 22

(8)施行事項
費　　用 日本栄養士会負担金等 148 日本栄養士会負担金等 149 日本栄養士会負担金等 149 日本栄養士会負担金等 149

その他保険料（日々雇用者傷害等） 240 その他保険料（日々雇用者傷害等） 360 その他保険料（日々雇用者傷害等） 360 その他保険料（日々雇用者傷害等） 360
旅費等・研修負担金 433 旅費等・研修負担金 1,276 旅費等・研修負担金 1,276 旅費等・研修負担金 1,276
消耗品費（指導衛生等）・医薬材料 118 消耗品費（指導衛生等） 213 消耗品費（指導衛生等） 213 消耗品費（指導衛生等） 213
委託料（センターご案内） 921 委託料（センターご案内）債務負担 909 委託料（センターご案内）債務負担 909 委託料（センターご案内）債務負担 909
車検等手数料・損保・重量 243 車検等手数料・損保・重量 223 車検等手数料・損保・重量 223 車検等手数料・損保・重量 223
修繕料（車検、医療機器） 255 修繕料（車検、医療機器） 256 修繕料（車検、医療機器） 256 修繕料（車検、医療機器） 256
受水槽法定検査手数料 19 清掃及び施錠管理業務委託料 5,827 清掃及び施錠管理業務委託料 5,827 清掃及び施錠管理業務委託料 5,827
臨時職員賃金等 123 PCB検査 76 臨時職員賃金等 124 臨時職員賃金等 124

＊ 外壁改修工事設計業務委託 1,342 臨時職員賃金等 124 ＊ 受変電施設改修 15,000
＊ 外壁改修工事・監理（屋上防水含む） 42,300 ＊ 火災受信機等修繕 2,156

予算(済)額 合　　計 11,637 合　　計 57,752 合　　計 32,532 合　　計 15,376
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 75 ％ 31,700 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 11,637 26,052 32,532 15,376

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.31 0.38 0.31 0.31
正職員人件費 2,728 3,344 2,728 2,728

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 123 124 124 124

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 14,365 61,096 35,260 18,104
(11)単位費用

52.24千円／日 222.17千円／日
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地域保健法第１８条を根拠に市が設置できる施設で、市民に対し、健康相談、保健指導及び健康診査その他地域保健に関 ○①事前確認での想定どおり
する事業を行う必要があるため。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(日) 目標値(b)(日) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(日) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
275 275 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 61,096 △46,731
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△325.31

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.45

日 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 1664 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 保健センターの運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.38 人）
(1)事業概要

(当　初) 61,096 千円 (うち人件費 3,344 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31201 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

休日でも初期的な医療を受けられるよう、関係機関と連携して休日診療所を運営します。また、救急医療サ 健康づくりの推進のため、市民に対し、健康相談、保健



もに、 平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故に
施策目的・

(2)目的 路上喫煙、犬の糞害に対する指導、不法投棄と野焼きに対する監視や戸別指導を実施して、公害や生活環境 事業目的 起因する放射性物質による健康への影響を心配する市民に対し、医療機関等での検査の受診を促し，もって
展開方向

の悪化を防止します。また、ＰＭ２．５や放射性物質などの新たな環境問題については、国、県、近隣自治 市民の健康への影響に対する不安及び経済的負担の軽減を図る。
〇ホールボディカウンタ測定費用助成　内部被ばくの状況を把握するため、測定機関においてホールボディ 〇ホールボディカウンタ測定費用・甲状腺検査費助成
カウンタ測定費用に対する助成 4月～
対象被測定者　妊婦、平成6年4月2日以降に生まれた者。１人につき3,000円を限度に助成する。（生活保護 当該年度 助成金の申請受付。申請受付後、随時助成金の交付決定後、助成を行う。
世帯等の場合は6,000円） 執行計画 （医療機関等と代理受領について契約を行う）

(3)事業内容 内　　容 〇甲状腺検査費用助成　市内医療機関において甲状腺超音波検査と血液検査を同時に実施後、医師からの説 ・測定・検査実施者にアンケートを実施。
明を実施する。対象者は、平成4年4月2日～平成23年4月1日生まれの者で、事故日及び検査日において市内
に住所を有する者とする。ただし、自覚症状のある者や医療に罹っている者は除く。１人につき5,000円を ホールボディカウンタ測定・甲状腺検査助成件数 想定値 15当該年度
限度に助成する。　市民の不安の軽減を図ることが目的であるため評価手法を見直し、前年度の間接指標か 単位 件

活動結果指標 実績値ら検査後アンケートを行い、不安の軽減ができた者の割合を評価する直接指標とする。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 健康への影響に対する市民の不安の軽減を図ること 直接 健康への影響に対する不安の軽減ができた者の割合 % 0 80

   ３年後 － 0 0

   最終(概ね５年後) － 0 0

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ ホールボディカウンタ測定費用助成金 36 ＊ ホールボディカウンタ測定費用助成金 15 ※前年度の状況を踏まえて実施内容を ※前年度の状況を踏まえて実施内容を
＊ 甲状腺検査費用助成 250 ＊ 甲状腺検査費用助成 50 　決定 　決定
＊ 通信運搬費 5

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 291 合　　計 65 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 291 65 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.16 0.16 0 0
正職員人件費 1,408 1,408 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 1,699 1,473 0 0
(11)単位費用

27.85千円／件 98.2千円／件
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う福島第一原子力発電所の事故による各種放射能対策を実施して ○①事前確認での想定どおり
きたが、子どもの将来に対する保護者の不安は消し去ることはできていない。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ このため、医療機関等によるホールボディカウンタ測定や甲状腺検査の助成事業を実施し、子どもや保護者の不安の軽減 ○要
   背景は？(事業の必要性) を図る。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 80 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,473 226
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

13.3

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 5.43

% 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 1961 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 ホールボディカウンタ測定及び甲状腺検査費用助成事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成２８年度 ～ 平成２９年度 ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.16 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,473 千円 (うち人件費 1,408 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

良好な生活環境を維持するため、定期的な環境調査や事業所などへの監視・指導を継続して行うとと



児期に、母子健康手帳を活用した母子の一貫した健康管理に
施策目的・

(2)目的 安の軽減や育児の孤立化を防ぐため、育児に関する相談体制を強化します。 事業目的 より、安全な出産と乳児の健やかな成長を送ることができる。
展開方向

対象者：市内在住の妊婦　　　 随時：母子健康手帳交付
実施場所：保健センター・市民課窓口・各行政サービスセンター　　　 ＜啓発活動＞市発行の情報誌などへの掲載
回数：妊娠の届出時随時交付 当該年度 政策：マイナポータルを活用した妊娠の届出のオンライン申請等の導入・運用検討。
内容：母子健康手帳、妊婦･乳児健康診査受診票の交付、市の母子保健サービス等の周知 執行計画

(3)事業内容 内　　容 　　　※転入者へ、妊婦･乳児健康診査受診票（転入者用）の交付
　　　※市内在住の外国人または海外への転出者対象へ、外国語版母子健康手帳の交付
　　　※多胎児出産予定者へ、ふたごの育児テキストの交付 交付数 想定値 900当該年度
（母子保健法第１５条妊娠の届出第１６条母子健康手帳の交付に基づく法定事業） 単位 冊

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 母子健康手帳を早期に活用して、母子の一貫した健康管理と健康の維持・増進が図られる。 間接 妊娠早期（妊娠周期11週まで）交付率 ％ 91 91

   ３年後 母子健康手帳を早期に活用して、母子の一貫した健康管理と健康の維持・増進が図られる。 間接 妊娠早期（妊娠周期11週まで）交付率 ％ 0 92

   最終(概ね５年後) 母子健康手帳を早期に活用して、母子の一貫した健康管理と健康の維持・増進が図られる。 間接 妊娠早期（妊娠周期11週まで）交付率 ％ 0 93

マイナポータル運用の具体例が、国から示されていない。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費（母子健康手帳） 142 消耗品費（母子健康手帳） 129 消耗品費（母子健康手帳） 129 消耗品費（母子健康手帳） 129
2・3号嘱託職員報酬等0.2人 500 2・3号嘱託職員報酬等0.2人 433 2・3号嘱託職員報酬等0.2人 433 2・3号嘱託職員報酬等0.2人 433

＊ 子育てワンストップサービスの検討

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 642 合　　計 562 合　　計 562 合　　計 562
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 642 562 562 562

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.02 0.02 0.02 0.02
正職員人件費 176 176 176 176

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 500 433 433 433
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 818 738 738 738
(11)単位費用

0.78千円／冊 0.82千円／冊
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

妊娠・出産期は母体の栄養状態・精神状態・生活環境、飲酒喫煙、その他疾病の有無が、胎児の生命や成長に大きく影響 ○①事前確認での想定どおり
し、妊婦自身も貧血・妊娠高血圧症候群・流早産などにより、健康を脅かされる可能性が高い時期である。また、乳幼児 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 期は先天・後天性の疾患や病気などから、重篤な後遺症や死に至ることがある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) このため、安全な出産と子どもの健やかな成長のため、妊娠早期に母子健康手帳の交付と活用を促すことで、母子の健康 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

のために必要な情報を提供し、定期健康診査や各種健康チェックによる身長・体重・栄養・歯科などの発育及び発達状況
、予防接種状況、保護者の記録などによる継続的・総合的な健康管理を図る必要がある。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
91 91 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 738 80
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

9.78

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 12.33

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 607 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 母子健康手帳の交付 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.02 人）
(1)事業概要

(当　初) 738 千円 (うち人件費 176 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31104 重点４ ○有 ●無 (計画名) 心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

妊婦・産婦・乳幼児とその保護者が健康に過ごすことができるよう、母子健診を充実します。また、育児不 母体の変化や児の成長が著しい妊娠・出産・育



身体・精神発達状況が把握されやすい1歳6か月期に、総合的な健康診査による疾病や発達
施策目的・

(2)目的 安の軽減や育児の孤立化を防ぐため、育児に関する相談体制を強化します。 事業目的 遅滞の早期発見、及び健康生活に関わる保健指導の実施により、幼児の健やかな成長を図ることができる。
展開方向

１歳６か月児を対象に年１８回実施。対象者には実施予定の前の月に問診票を郵送している。該当月に受診 各月１～２回（年１８回）　健診実施
がなかった場合は電話や訪問等を実施し、２歳までの受診を促している。 該当月（１歳７か月）前月に個別通知
（母子保健法第12条に基づく法定事業） 当該年度 健診予定月を３か月経過して（１歳１０か月時点）受診がなかった者は、地区担当保健師が訪問し状況確認
≪内容≫・身長、体重、頭囲、肥満度の測定　・小児科診察　・歯科健康診査 執行計画 をする。

(3)事業内容 内　　容 　　　　・歯みがき指導　・育児相談　 政策：マイナポータルを活用した健康診査のお知らせ等の導入・運用検討。
　　　　　※必要に応じて：栄養相談・心理相談

受診者数 想定値 796当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 受診率が増加する 直接 受診率 ％ 91 92

   ３年後 受診率が増加する 直接 受診率 ％ 0 93

   最終(概ね５年後) 受診率が増加する 直接 受診率 ％ 0 94

マイナポータル運用の具体例が、国から示されていない。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

医師報償費 1,458 医師報償費 1,458 医師報償費 1,458 医師報償費 1,458
通信運搬費 58 通信運搬費 63 通信運搬費 63 通信運搬費 63
駐車場整理員 189 駐車場整理員 188 駐車場整理員 188 駐車場整理員 188
消耗品 105 消耗品 110 消耗品 110 消耗品 110
医薬材料費 3 医薬材料費 2 医薬材料費 2 医薬材料費 2
臨時職員賃金等 1,447 臨時職員賃金等 1,446 臨時職員賃金等 1,446 臨時職員賃金等 1,446
2・3号嘱託職員報酬等0.3人 600 2・3号嘱託職員報酬等0.23人 600 2・3号嘱託職員報酬等0.23人 600 2・3号嘱託職員報酬等0.23人 600

実施内容 健診用体重測定点検（隔年） 2 健診用体重測定点検（隔年） 0 健診用体重測定点検（隔年） 2 健診用体重測定点検（隔年） 0
＊ 子育てワンストップサービスの検討

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 3,862 合　　計 3,867 合　　計 3,869 合　　計 3,867
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,862 3,867 3,869 3,867

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.85 0.85 0.85 0.85
正職員人件費 7,480 7,480 7,480 7,480

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 600 600 600 600
臨時職員賃金額 1,446 1,446 1,446 1,446

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 11,342 11,347 11,349 11,347
(11)単位費用

14.67千円／人 14.26千円／人
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

乳幼児の健康の保持増進を図るためには、定期的に健康診断及び検査を受け、常にその健康状態を明らかにしておく必要 ○①事前確認での想定どおり
があるが、１歳６か月の時期は言葉や歩行などの発達を把握することが容易になってくる時期であり、この時期の健診は ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 総合的健康診査として重要性が高い。健康診査は、発達・発育の健診に加え生活面全般について、適切な支援や指導をし ○要
   背景は？(事業の必要性) ていく必要があり、市町村は、個々の生活環境に応じた内容・方法で健診を実施していく必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
91 92 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 11,347 △5
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△0.04

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.81

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 612 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 1歳6か月児健康診査 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 昭和５３年度 ～ ⑥担当職員数 10 人 (換算人数 0.85 人）
(1)事業概要

(当　初) 11,347 千円 (うち人件費 7,480 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31104 重点４ ○有 ●無 (計画名) 心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

妊婦・産婦・乳幼児とその保護者が健康に過ごすことができるよう、母子健診を充実します。また、育児不 歩行や言語などの



乳幼児・小中学生に国が定める定期の予防接種を受けることによって
施策目的・

(2)目的 期接種の接種率の向上を図ります。また、任意接種についても、市民の費用負担の軽減を図るなど接種しや 事業目的 、感染症の発病予防・重症化防止・集団感染の予防を図ることができる。
展開方向

すい体制を整備します。
対象者：乳幼児は出生者・転入者に「予防接種ノート」として毎月、ＭＲ2期・日本脳炎2期・ＤＴ2期は3月 3月：ＭＲ2期・ＤＴ2期・日本脳炎2期の予診票を個別送付。9月：ＤＴ2期の接種勧奨。11月：就学時健診で
に予診票を個別送付。 ＭＲ2期の接種勧奨。1月：ＭＲ2期の接種勧奨。毎月：前月出生者・転入者への予防接種ノート送付及び請
予防接種種類：ＢＣＧ（1回）、4種混合1期（4回）、ヒブ（4回）、小児用肺炎球菌（4回）、ＭＲ（麻しん 当該年度 求事務による委託料の支払い。誤接種や副反応が生じた際の調査報告｡
・風しん）1期（1回）・2期（1回）、水痘（2回）、Ｂ型肝炎（3回）、ＤＴ2期（1回）、日本脳炎1期（3回 執行計画 新型インフルエンザ対策用備蓄品購入（マスク、消毒薬等）。

(3)事業内容 内　　容 ）・2期（1回）、子宮頸がん予防ワクチン（3回）。 政策：マイナポータルを活用した予防接種のお知らせ、履歴閲覧の導入・運用検討。
接種場所：市内契約医療機関、及び市外契約医療機関（一部）で実施。（予防接種法第2条に基づく法定接
種）※契約医療機関外で接種した場合は助成金交付（償還）する。 接種者件数（乳幼児8種類接種延：18,120件、学童1種類接種延：1,20 想定値 19,320当該年度

0件） 単位 件
活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 疾病の発生及び発病の防止を図るため、対象者の接種率を向上させる。 直接 接種率 ％ 97.2 98

   ３年後 疾病の発生及び発病の防止を図るため、対象者の接種率を向上させる。 直接 接種率 ％ 0 98

   最終(概ね５年後) 疾病の発生及び発病の防止を図るため、対象者の接種率を向上させる。 直接 接種率 ％ 0 98

マイナポータル運用の具体例が、国から示されていない。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費 50 消耗品費 64 消耗品費 64 消耗品費 64
印刷製本費 379 印刷製本費 302 印刷製本費 302 印刷製本費 302
報償費（健康被害） 0 報償費（健康被害） 0 報償費（健康被害） 0 報償費（健康被害） 0
通信運搬費 752 通信運搬費 844 通信運搬費 844 通信運搬費 844
予防接種委託料 195,913 予防接種委託料 225,531 予防接種委託料 225,531 予防接種委託料 225,531
乳幼児予防接種助成金 345 乳幼児予防接種助成金 416 乳幼児予防接種助成金 416 乳幼児予防接種助成金 416
嘱託職員報酬 1,200 嘱託職員報酬0.46人 1,200 嘱託職員報酬0.46人 1,200 嘱託職員報酬0.46人 1,200

実施内容 予防接種事故負担金、保険料 160 予防接種事故負担金、保険料 160 予防接種事故負担金、保険料 160 予防接種事故負担金、保険料 160
新型インフルエンザ備蓄消耗品 635 新型インフルエンザ備蓄消耗品 66 新型インフルエンザ備蓄消耗品 635 新型インフルエンザ備蓄消耗品 635

(8)施行事項
費　　用 新型インフルエンザ備蓄医薬材料費 335 新型インフルエンザ備蓄医薬材料費 54 新型インフルエンザ備蓄医薬材料費 335 新型インフルエンザ備蓄医薬材料費 335

臨時職員賃金 160 臨時職員賃金 140 臨時職員賃金 140 臨時職員賃金 140
9月補正： ＊ 子育てワンストップサービスの検討
予防接種委託料（Ｂ型肝炎） 15,868
乳幼児予防接種助成金（Ｂ型肝炎） 108
予備費：印刷製本費（Ｂ型肝炎） 30

予算(済)額 合　　計 215,935 合　　計 228,777 合　　計 229,627 合　　計 229,627
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 215,935 228,777 229,627 229,627

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.62 0.62 0.62 0.62
正職員人件費 5,456 5,456 5,456 5,456

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 1,200 1,200 1,200 1,200
臨時職員賃金額 160 140 160 160

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 221,391 234,233 235,083 235,083
(11)単位費用

14.03千円／件 12.12千円／件
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

疾病への抵抗力が低い子どもが感染症に罹患した場合、生命を脅かす重篤な症状や後遺症となる危険性が高くなるが、予 ○①事前確認での想定どおり
防接種を行うことで疾病に対し抵抗力が増し、発病防止や重症化を防ぐ事ができる。また、多くの人が予防接種を受ける ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ことで、感染症の流行（集団感染）も防ぐことができることから、市民の健康の保持・増進のため、適切な時期に子ども ○要
   背景は？(事業の必要性) が予防接種を受けられるよう勧めていく必要がある。また、新型インフルエンザ予防対策として、マスク、消毒薬品を備 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

蓄し、感染流行に備える必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
97.2 98 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 234,233 △12,842
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△5.8

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.04

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 610 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 予防接種事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 0.62 人）
(1)事業概要

(当　初) 234,233 千円 (うち人件費 5,456 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31102 重点なし ○有 ●無 (計画名) 心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

感染症の罹患と重篤化を予防するため、予防接種についての十分な情報提供を行い、予防接種法に基づく定 感染症から子どもの健康を守るため、



ため、知能、視力、聴力などの検査が比較的簡単に実施できるようになる３歳児
施策目的・

(2)目的 安の軽減や育児の孤立化を防ぐため、育児に関する相談体制を強化します。 事業目的 期に、総合的な健康診査による疾病や発達遅滞の早期発見及び健康生活に関わる保健指導を実施する。
展開方向

３歳６か月児を対象に年１８回実施。対象者には実施予定の前の月に問診票を郵送している。該当月に受診 各月１～２回（年１８回）　健診実施
がなかった場合は電話や訪問等を実施し、４歳までの受診を促している。 該当月（３歳６か月）前月に個別通知
（母子保健法第12条に基づく法定事業） 当該年度 健診予定月を２ヵ月経過して（３歳８か月時点）受診がなかった者で、保育園に通園していない場合は、地
≪内容≫・身長、体重、頭位の測定、肥満度の測定　・尿検査　・小児科診察　・歯科健康診査 執行計画 区担当保健師が訪問等し状況確認をする。

(3)事業内容 内　　容 　　　　・歯みがき指導（原則、希望者にフッ化物塗布）　・育児相談 政策：マイナポータルを活用した健康診査のお知らせ等の導入・運用検討。
     　　＊必要に応じて：視力検査・栄養相談・心理相談
　 受診者数 想定値 802当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 受診率が増加する 直接 受診率 ％ 88 88

   ３年後 受診率が増加する 直接 受診率 ％ 0 89

   最終(概ね５年後) 受診率が増加する 直接 受診率 ％ 0 90

３歳６か月児の多くが保育園・幼稚園に通園しており、健診受診率が低くなっているため、電話や通知による未受診者の受診勧
(7)事業実施上の課題と対応 奨を勧めていく。マイナポータル運用の具体例が、国から示されていない。 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

医師・歯科医師報償費 1,458 医師・歯科医師報償費 1,458 医師・歯科医師報償費 1,458 医師・歯科医師報償費 1,458
視能訓練士報償費 288 視能訓練士報償費 288 視能訓練士報償費 288 視能訓練士報償費 288
消耗品 353 消耗品 350 消耗品 350 消耗品 350
通信運搬費 139 通信運搬費 153 通信運搬費 153 通信運搬費 153
二次検尿委託料 69 二次検尿委託料 63 二次検尿委託料 63 二次検尿委託料 63
駐車場整備業務委託 133 駐車場整備業務委託 133 駐車場整備業務委託 133 駐車場整備業務委託 133
小児用レフラクトメータリース料 40 小児用レフラクトメータリース料 40 小児用レフラクトメータリース料 40 小児用レフラクトメータリース料 40

実施内容 臨時職員賃金等 1,797 臨時職員賃金等 1,883 臨時職員賃金等 1,883 臨時職員賃金等 1,883
医薬材料費 12 医薬材料費 8 医薬材料費 8 医薬材料費 8

(8)施行事項
費　　用 2・3号嘱託職員報酬等0.3人 600 2・3号嘱託職員報酬等0.23人 600 2・3号嘱託職員報酬等0.23人 600 2・3号嘱託職員報酬等0.23人 600

印刷製本費（隔年） 0 印刷製本費（隔年） 0 印刷製本費（隔年） 27 印刷製本費（隔年） 0
日々雇用者傷害見舞保険　視能訓練士３ 9 日々雇用者傷害見舞保険　視能訓練士３ 8 日々雇用者傷害見舞保険　視能訓練士３ 8 日々雇用者傷害見舞保険　視能訓練士３ 8
健診用体重測定点検（隔年） 2 健診用体重測定点検（隔年） 0 健診用体重測定点検（隔年） 2 健診用体重測定点検（隔年） 0

＊ 子育てワンストップサービスの検討

予算(済)額 合　　計 4,900 合　　計 4,984 合　　計 5,013 合　　計 4,984
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 4,539 4,618 4,647 4,618

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 361 □特会 □受益 □債務 □基金 ■その他 366 □特会 □受益 □債務 □基金 ■その他 366 □特会 □受益 □債務 □基金 ■その他 366
換算人数(人) 0.85 0.85 0.85 0.85
正職員人件費 7,480 7,480 7,480 7,480

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 600 600 600 600
臨時職員賃金額 1,797 1,883 1,883 1,883

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 12,380 12,464 12,493 12,464
(11)単位費用

13.6千円／人 15.54千円／人
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

乳幼児の健康の保持増進を図るためには、定期的に健康診断及び検査を受け、常にその健康状態を明らかにしておく必要 ○①事前確認での想定どおり
があるが、特に３歳６か月～４歳までの時期は、知能、視覚、聴覚などの検査が比較的簡単にでき、集団に適応している ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ かなど社会性を把握することが容易になってくる時期であり、この時期の健診は総合的健康診査として重要性が高い。健 ○要
   背景は？(事業の必要性) 康診査は、発達・発育の健診に加え生活面全般について、適切な支援や指導をしていく必要があり、市町村は、個々の生 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

活環境に応じた内容・方法で健診を実施していく必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
88 88 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 12,464 △84
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△0.68

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.71

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 613 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 3歳児健康診査 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成９年度 ～ ⑥担当職員数 10 人 (換算人数 0.85 人）
(1)事業概要

(当　初) 12,464 千円 (うち人件費 7,480 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31104 重点４ ●有 ○無 (計画名) 心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

妊婦・産婦・乳幼児とその保護者が健康に過ごすことができるよう、母子健診を充実します。また、育児不 幼児の健やかな成長を図る


